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計画どおりに

充足できた
44.4%

計画どおりに

充足できなかった
39.6%

採用予定が

なかった

16.0%

(n=1278)

平成 27 年長野県労働環境等実態調査結果概要 

産業労働部労働雇用課 

 

１ 調査の概要 

（１）調査目的  県内民営事業所における人材の不足感及び人材を確保するために整備している労 

働環境等の実態を把握し、労働行政の基礎資料とすることを目的とする。 

 （２）調査期日  平成 27 年４月 1 日 

（３）調査方法  標本調査（郵送） 

（４）調査対象等 13 産業 

         常用労働者 10 人以上を雇用する民営事業所の本社又は単独事業所 3,000 事業所 

         回収事業所 1,281 事業所、回収率 42.7％ 

（５）留意事項  ① 概要では、回答事業所数の多い産業（「建設業」「製造業」「運輸業、郵便業」 

         「卸売業､小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「医療，福祉」「サービス業（他に 

          分類されないもの」）のみに絞って分析した。 

          ② 一部の調査を除き、調査結果は未回答を含まない母数で集計した。 

（ｎ＝回答のあった事業所）   

 

２ 調査結果 

【人材の不足感】 

（１）過去 1 年間における採用の充足状況 

 平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日 

における採用の充足状況は、「計画どおりに充 

足できた」が 44.4％で、「計画どおりに充足 

できなかった」が 39.6％となっている。 

「計画どおりに充足できなかった」を産業 

  別にみると、宿泊業，飲食サービス業が 

63.4％と最も高く、次いで運輸業、郵便業の 

51.5％となっている。 
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宿泊業，飲食サービス業

(n=41)

医療，福祉

(n=158)
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(n=131)

計画どおりに充足できた 計画どおりに充足できなかった 採用予定がなかった
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現在不足感が

なく、将来的にも

不足する懸念が

ない

16.1%

現在不足感は

ないが、将来的に

は不足する懸念

がある

43.1%

現在不足感が

あり、業務に影響

が出ている

25.5%

現在不足感はあ

るが、業務に影響

は出ていない

15.2%

(n=1280)

  

（２）人材の不足感と将来的に不足する懸念の有無 

人材の不足感と将来的に不足する懸念は、 

「現在不足感はないが、将来的には不足す 

る懸念がある」が 43.1％と最も高く、次い 

で「現在不足感があり、業務に影響が出て 

いる」が 25.5％となっている。「現在不足 

感はあるが、業務に影響は出ていない」 

15.2％と合わせると、全体の 8割を超える 

事業所で人材の不足感がある又は将来的に 

不足する懸念をもっている。 

産業別にみると、宿泊業，飲食サービス業 

が 100％で最も高く、次いで医療，福祉で 91.1％、運輸業，郵便業で 89.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人材の不足感と将来的に不足する懸念の要因 

   人材の不足感と将来的に不足する懸念の要因は、「従業員の年齢構成の歪み」が 49.7％と最も高 

く、次いで「他企業との採用をめぐる競争が厳しく、自社に応募者が集まりにくい」が 34.6％、「景 

気、社会情勢などによる、急速な需要の拡大」が 20.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【複数回答】 

49.7 

34.6 

20.9 

16.3 

9.5 

12.8 

0 10 20 30 40 50 60

従業員の年齢構成の歪み

他企業との採用をめぐる競争が厳しく、自社に応募者が集まりにくい

景気、社会情勢などによる、急速な需要の拡大

企業戦略による事業の拡大

自社社員の離職率が高くなっているため

その他

(%)

調査事業所計 (n= 1033)            
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製造業

(n=415)

運輸業，郵便業
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卸売業，小売業

(n=177)

宿泊業，飲食サービス業

(n=41)

医療，福祉

(n=158)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=131)

現在不足感がなく、将来的にも不足する懸念がない
現在不足感はないが、将来的には不足する懸念がある
現在不足感があり、業務に影響が出ている
現在不足感はあるが、業務に影響は出ていない

(n=1,033) 
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33.0 

11.6 

9.8 

9.5 

8.6 

6.2 

2.2 

46.7 

16.6 

16.5 

15.7 

12.9 

9.2 

8.3 

4.7

2.3

1.7

1.2

1.2

0.7

0.2

13.5

12.6

9.9

6.9

5.9

4.8

1.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

専門的・技術的職業

生産工程の職業

販売の職業

事務的職業

管理的職業

サービスの職業

輸送・機械運転の職業

正社員・新規学卒者

正社員・中途採用者

非正規社員・新規学卒者

非正規社員・中途採用者

（％）

59.1 

37.8 

21.3 

22.1 

38.6 

33.0 

18.8 

23.6 

45.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新規学卒者・中途採用者に対する求人募集活動

(n=1,168)

従業員の待遇・処遇の改善

(n=1,061)

企業のイメージアップ活動（ワークライフバランス等の取組み）

(n=928)

実施している 実施を検討中 実施意向なし

（４）人材不足を補うために雇用したい労働者の雇用区分、形態 

   人材を補うために雇用したい労働者の雇用区分、形態は全ての職種で「正社員・中途採用者」が 

最も高く、専門的・技術的職業は調査事業所の５割近くとなっている。 

次いで、多くの職種は「正社員・新規学卒者」を雇用したいとなっているが、生産工程の職業、 

販売の職業は「非正規社員・中途採用者」を雇用したいとなっている。 

一方、「非正規社員・新規学卒者」は全ての職種で低い割合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人材の確保】 

（１）人材を確保するために実施していること 

人材を確保するために実施していることは、「新規学卒者・中途採用者に対する求人募集活動」 

が 59.1％と最も高く、次いで「従業員の待遇・処遇の改善」が 37.8％となっている。 

 一方、「企業のイメージアップ活動（ワークライフバランス等の取組み）」は実施意向のない事 

業所が 45.7％と 5割近くを占めている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(n=1,281) 

【複数回答】 
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22.8 
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61.7 
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17.7 

17.6 

18.4 

11.0 

18.1 

15.2 

4.6 

6.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 

ハローワークへの求人票の提出

就職情報サービス会社を利用(サイトの利用、合同説明会への参加など)

大学等のキャリアセンターなどへの求人票の提出

職場見学

通年採用や秋期採用制度の導入

募集条件（年齢枠を拡大する等）の拡大

求人対象にＵ･Ｉターン希望者を追加

会社のホームページやパンフレットの充実を図っている

インターンシップの受け入れ

トライアル雇用(試行雇用)の受け入れ

有期実習型訓練の受け入れ

紹介予定派遣の受け入れ

新規学卒者

中途採用者

40.2 

48.4 

59.4 

64.7 

81.3 

11.6 

19.0 

31.5 

47.4 

81.3 

11.2 

22.8 

30.8 

41.4 

78.1 

11.8 
13.6 

30.8 

42.2 

68.8 

7.0 6.0 

19.6 

32.8 

50.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人以上

ハローワークへの求人票の提出

就職情報サービス会社を利用(サイトの利用、合同説明会への参加など)

大学等のキャリアセンターなどへの求人票の提出

会社のホームページやパンフレットの充実を図っている

インターンシップの受け入れ

【新規採用者・中途採用者に対する求人募集活動】 

（１）新規学卒者・中途採用者に対する求人募集の方法 

新規学卒者・中途採用者に対する求人募集をするために実施している方策は、「ハローワークへ

の求人票の提出」がそれぞれ 49.1％・61.7％と最も高くなっている。 

次いで新規学卒者は「職場見学」25.4％、「就職情報サービス会社を利用（サイトの利用、合同

説明会への参加など）」22.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規学卒者に対する求人募集活動を規模別にみると、規模が大きくなるほど実施している方策の

割合が高い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【複数回答】 

【複数回答】 

(n=948) 
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すでに十分

取組んでいる
11.3%

取組んではいる

が不十分である

52.0%

あまり取組ん

でいない
36.7%

(n=479)

【ワークライフバランス施策】 

  企業のイメージアップ活動を「実施している」又は「実施を検討中」と回答した事業所の状況 

（１）ワークライフバランス施策への取組状況 

ワークライフバランス施策への取組み状況 

は、「取組んではいるが不十分である」が 52.0％ 

と最も高く、次いで「あまり取組んでいない」 

が 36.7％となっている。 

   産業別にみると、「取組んではいるが不十分 

である」が最も高いのは医療，福祉の 60.0％で、 

「あまり取り組んでいない」が最も高いのは宿 

泊業，飲食サービス業の 50.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ワークライフバランスの取組 

ワークライフバランスの取組みとして実施している又は実施を検討中の方策は、「長時間労働の 

削減（残業自粛）」が 79.2％と最も高くなっている。次いで「休暇取得の促進」が 68.3％、「育児・ 

介護休業制度の充実」が 67.6％となっている。一方、実施の意向がない方策は、「事業所内保育施 

設の設置」が 64.7％、「育児に関する経済的支援（保育料やベビーシッター代の補助等）」が 63.1％ 

と 6割を超えている。 
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建設業

(n=64)

製造業

(n=149)

運輸業，郵便業

(n=19)

卸売業，小売業

(n=69)

宿泊業，飲食サービス業

(n=16)

医療，福祉

(n=80)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=37)

すでに十分取組んでいる 取組んではいるが不十分である あまり取組んでいない

【複数回答】 

50.8 

41.9 

44.4 

28.0 

18.1 

17.3 

25.2 

2.8 

1.6 

28.4 

26.4 

23.2 

19.0 

26.4 

16.1 

6.7 

5.6 

4.4 

7.7 

13.1 

12.5 

30.6 

28.2 

43.1 

38.1 

63.1 

64.7 

13.1 

18.7 

19.8 

22.4 

27.4 

23.6 

30.0 

28.6 

29.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長時間労働の削減（残業自粛）

休暇取得の促進

育児・介護休業制度の充実

多様な勤務形態の導入

（例：フレックスタイム制，短時間勤務制度等）

復職への支援

（休業中の情報提供や復職後の研修等）

所定労働時間の短縮

勤務地の限定（転勤の制限）

育児に関する経済的支援

（保育料やベビーシッター代の補助等）

事業所内保育施設の設置

実施している 実施を検討中 実施意向なし 未回答

(n=504) 
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48.2 

34.3 

27.9 

32.3 

30.1 

8.1 

4.4 

2.1 

28.1 

37.6 

36.4 

28.5 

31.2 

16.9 

16.6 

1.8 

6.7 

11.1 

18.4 

18.6 

18.5 

45.7 

47.8 

7.6 

17.0 

17.0 

17.4 

20.5

20.6 

29.2 

31.1 

88.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

職場目標の明確化

社員の自己啓発の促進

昇格・昇任基準の明確化

キャリアアップ研修の実施

業績評価制度の導入

モデル賃金の掲示

モデルキャリアパスの提示

その他

実施している 実施を検討中 実施意向なし 未回答

（３）ワークライフバランスに取組む上での問題点 

ワークライフバランスに取組む上での問題点は、「人員に余裕がない」が 66.3％と最も高くなっ 

ており、次いで「育児・介護休業などによる代替要員の確保が困難」が 42.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ワークライフバランスに取組む上で重要なこと 

ワークライフバランスに取組む上で重要なことは、「両立に取組みやすい雰囲気、企業風土の醸 

成」が 57.3％と最も高くなっており、次いで「企業トップの意識」が 49,0％、「管理職への理解・ 

周知徹底」が 35.4となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員の待遇・処遇の改善】 

従業員の待遇・処遇の改善を「実施している」又は「実施を検討中」と回答した事業所の状況 

（１）従業員の待遇・処遇の改善の取組み状況 

従業員の待遇・処遇の改善を実施している又は実施を検討している取組みは、「職場目標の明確

化」が 76.3％と最も高く、次いで「社員の自己啓発の促進」が 71.9％、「昇格・承認基準の明確

化」が 64.3％となっている。一方、実施の意向がない取組みは、「モデルキャリアパスの掲示」

が 47.8％、「モデル賃金の掲示」が 45.7％と 5割近くとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.3 

42.3 

36.1 

28.3 

20.5 

20.3 

8.0 

2.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

人員に余裕がない

育児・介護休業などによる代替要員の確保が困難

従業員の負担や不公平感が増大する

コストがかかる

生産性や売上げが減尐する

業務管理や人事評価が複雑になる

問題はない

その他

(%)

調査事業所計 (n= 487)            

57.3 

49.0 

35.4 

12.6 

10.6 

9.1 

6.7 

3.5 

1.5 

1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70

両立に取組みやすい雰囲気、企業風土の醸成

企業トップの意識

管理職への理解・周知徹底

従業員に対する助成制度（財政的支援）の拡充

両立支援についての労使の話し合い

定期的な従業員満足度調査の実施

人事・労務担当者への理解・周知徹底

社内の相談窓口の設置

ハンドブック等による両立支援制度の情報提供

その他

(%)

調査事業所計 (n= 461)            

【複数回答】 

【複数回答】 

【複数回答】 

(n=811) 

(n=461) 

(n=487) 
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43.5 

33.1 

33.1 

26.6 

26.4 

25.8 

21.0 

20.6 

18.5 

7.3 

6.5 

0 10 20 30 40 50

高齢者の定年後の再雇用のため

経験・知識・技能のある人を即戦力として採用するため

人件費節減のため

１日・週の中の仕事の繁閑に対応するため

専門的業務に対応するため

正社員の採用、確保が困難なため

景気に対応しての雇用調整のため

一時的(臨時・季節的)な繁忙期に対応するため

全体の業務量が増加したため

育児・介護休業等による正社員の代替のため

その他

(%)

調査事業所計 (n=632)

積極的に

正社員化を進め
ていきたい

9.1%

個人の能力を

見極めて
正社員化したい

66.1%

その他
5.1%

考えていない
19.7%

(n=628)

【非正規社員】 

 非正規社員を雇用している事業所の状況  

（１）非正規社員を活用している理由 

非正規社員を活用している理由は、「高齢者の定年後の再雇用のため」が 43.5％と最も高く、次 

いで「経験・知識・技能のある人を即戦力として採用するため」が 33.1%、「人件費削減のため」が

33.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）非正規社員の正社員化 

従業員の待遇・処遇の改善を実施又は実施 

検討中と回答した事業所の非正規社員の社員 

化については、「個人の能力を見極めて正社 

員化したい」が 66.1％と最も高く、「積極的 

に正社員化を進めていきたい」と回答した事 

業所 9.1％と合わせ、75.2％の事業所が正社 

員化を考えている。 

  一方、正社員化を「考えていない」と回答 

した事業所は 19.7％となっている。 

 

（３）非正規社員を正社員とする登用（転換）制度 

従業員の待遇・処遇の改善を実施又は実施検討中と回答した事業所の非正規社員を正社員とす 

る登用（転換）制度または事例の有無は、「制度がある」が 19.4％、「制度はないが登用（転換）

事例はある」が 54.3％となっている。 

規模別にみると、規模が大きいほど「制度がある」の割合が高くなる傾向になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.4 13.8 

21.4 

38.5 
40.7 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

10～29人

(n=299)

30～49人

(n=130)

50～99人

(n=103)

100～299人

(n=91)

300人以上

(n=27)

制度がある事業所割合（規模別）

制度がある
19.4%

制度はないが

登用（転換）事例
はある

54.3%

制度はないが、

今後導入予定

9.2%

導入予定なし
17.1%

(n=650)

【複数回答】 

(n=632) 



8 

 

13.1 

7.7 

5.1 

1.7 

0.8 

0.2 

0 2 4 6 8 10 12 14

調査事業所計

短時間正社員制度

フレックスタイム制度

在宅勤務制度

労働時間以外の限定正社員制度

サテライトオフィスの導入

(%)

調査事業所計 (n=1､281)

13.1

10.6 

13.1 
14.5 

24.2 

20.0 

0

10

20

30

調査事業所計

(n=1,281)

10～29人

(n=720)

30～49人

(n=237)

50～99人

(n=165)

100～299人

(n=124)

300人以上

(n=35)

多様な働き方の制度がある事業所の割合（規模別） (%)

10.5 

15.9 

8.8 

11.9 

12.2 

13.9 

6.9 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 

建設業(n=181)

製造業(n=416)

運輸業，郵便業(n=68)

卸売業，小売業(n=177)

宿泊業，飲食サービス業(n=41)

医療，福祉(n=158)

サービス業

（他に分類されないもの）(n=131)

多様な働き方制度がある事業所の割合（産業別） (%)

産業別にみると、宿泊業，飲食サービス業と製造業で「制度はないが登用（転換）事例はある」 

がそれぞれ 64.0％、63.4％と 6割以上を占め、最も高くなっている。一方、建設業で「導入予定な 

し」が 36.4％と 3割以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【多様な働き方の制度】 

多様な働き方の制度がある事業所は全体の 13.1％で、規模の大きい事業所の割合が高い傾向にある。 

産業別にみると、製造業が 15.9％と最も高く、次いで医療・福祉が 13.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度別の設置状況は「短時間正社員制度」が 7.7％と最も高く、次いで「フレックスタイム制度」

が 5.1％となっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

7.3 

14.6 

19.2 

25.5 

8.0 

28.3 

22.2 

43.6 

63.4 

46.2 

43.6 

64.0 

58.3 

50.8 

12.7 

5.6 

15.4 

8.5 

12.0 

8.3 

12.7 

36.4 

16.4 

19.2 

22.3 

16.0 

5.0 

14.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

(n=55)

製造業

(n=213)

運輸業，郵便業

(n=26)

卸売業，小売業

(n=94)

宿泊業，飲食サービス業

(n=25)

医療，福祉

(n=120)

サービス業（他に分類されないもの）

(n=63)

制度がある 制度はないが登用（転換）事例はある 制度はないが、今後導入予定 導入予定なし

(n=1,281) 

【複数回答】 

制度がある事業所の割合(規模別)  (%) 

 

制度がある事業所の割合(産業別)  (%) 


